
問 4（県内の人々の意識に存在していると思う差別） 

 鳥取県内において、人々の意識の中に差別が存在していると思うのは、次のどれだと思います

か。（○はいくつでも） 

56.2%

46.3%

25.6%

24.8%

23.8%

17.7%

17.5%

13.3%

13.2%

12.0%

8.7%

4.8%

3.6%

12.5%

3.5%

5.0%

A.同和地区の人々に関すること

B.障がい者に関すること

C.日本で暮らす外国人（在日韓国・

朝鮮人）に関すること

D.女性に関すること

E.刑を終えて出所した

人に関すること

F.病気にかかっている

人に関すること

G.高齢者に関すること

H.性同一性障がいや同性愛者等の

性的マイノリティ（少数者）に関すること

I.犯罪被害者やその家族に関すること

J.日本で暮らす外国人（在日韓国・

朝鮮人以外）に関すること

K.子どもに関すること

L.差別や偏見が存在

しているとは思わない

M.アイヌの人々に関すること

N.わからない

O.その他

無回答

■鳥取県内の人々の意識の中に存在していると思う差別について、「A.同和地区の人々

に関すること」が 56.2%と最も高く、次いで「B.障がい者に関すること」が 46.3%とな

っている。 
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【 参 考 】 ※設問文、選択肢の文言の一部が前回に比べて異なっているため、参考としてご参照ください。 
前回調査（H17 鳥取県人権意識調査） 
問 5 鳥取県内において「人々の意識」や「社会のしくみ」に差別や偏見が存在していると思うのは、次の
どれですか。（○はいくつでも）  ※「人々の意識」に関する回答 

59.5%

43.0%

38.7%

34.3%

28.7%

27.8%

27.4%

25.4%

17.0%

12.7%

11.7%

2.4%

7.0%

1.8%

12.3%

1.同和地区の人々に関すること

2.障害者に関すること

3.過去に犯罪を犯した人に関すること

4.病気にかかっている人に関すること

5.犯罪被害者やその家族に関すること

6.性的マイノリティに関すること

7.日本で暮らす外国人に関すること

8.女性に関すること

9.高齢者に関すること

10.子どもに関すること

11.アイヌの人々に関すること

12.差別や偏見があるとは思わない

13.わからない

14.その他

無回答
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【性別・年齢との関係】 

〔図 4-1〕 問 4 県内の人々の意識に存在していると思う差別 と 性別 の関係 

57.5%

46.3%

30.0%

21.0%

24.5%

18.7%

18.5%

13.7%

11.3%

13.3%

9.3%

4.5%

4.0%

13.2%

3.2%

3.7%

56.2%

47.3%

23.0%

27.8%

23.7%

17.2%

16.9%

13.1%

14.6%

11.4%

8.4%

4.9%

3.5%

12.1%

3.6%

4.6%

A.同和地区の人々に関すること

B.障がい者に関すること

C.日本で暮らす外国人（在日韓国・朝鮮人）
に関すること

D.女性に関すること

E.刑を終えて出所した人に関すること

F.病気にかかっている人に関すること

G.高齢者に関すること

H.性同一性障がいや同性愛者等の
性的マイノリティ（少数者）に関すること

I.犯罪被害者やその家族に関すること

J.日本で暮らす外国人（在日韓国・朝鮮人以外）
に関すること

K.子どもに関すること

L.差別や偏見が存在しているとは思わない

M.アイヌの人々に関すること

N.わからない

O.その他

無回答

男性

女性

 
 性別でみても〔図 4-1〕男女ともに、「A.同和地区の人々に関すること」（男性 57.5%、女性 56.2%）

が最も高く、次いで「B.障がい者に関すること」（男性 46.3%、女性 47.3%）となっている。 
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〔図 4-2〕 問 4 県内の人々の意識に存在していると思う差別 と 年齢 の関係 

54.2%

54.6%

63.9%

61.4%

54.4%

44.5%

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０歳以上

A.同和地区の人々に関すること

46.7%

52.9%

50.2%

51.4%

43.9%

30.1%

B.障がい者に関すること

26.7%

26.4%

34.6%

30.4%

18.6%

16.2%

C.日本で暮らす外国人
（在日韓国・朝鮮人）に関すること

22.5%

29.5%

31.2%

32.1%

18.3%

10.4%

D.女性に関すること

25.0%

21.1%

23.8%

25.6%

27.2%

16.2%

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０歳以上

E.刑を終えて出所した人に関すること

20.8%

20.3%

22.7%

19.9%

13.2%

9.8%

F.病気にかかっている人に関すること

19.2%

12.8%

12.6%

23.0%

18.6%

17.3%

G.高齢者に関すること

23.3%

21.1%

14.5%

11.9%

10.5%

3.5%

H.性同一性障がいや同性愛者等の
性的マイノリティ（少数者）に関すること

16.7%

13.2%

13.8%

16.8%

11.6%

6.9%

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０歳以上

I.犯罪被害者やその家族に関すること

11.7%

16.3%

19.0%

15.9%

4.6%

4.0%

J.日本で暮らす外国人
（在日韓国・朝鮮人以外）に関すること

7.5%

8.4%

10.0%

9.9%

8.6%

4.6%

K.子ども に関すること

3.3%

4.0%

2.2%

2.6%

6.2%

12.7%

L.差別や偏見が存在しているとは思わない

3.3%

3.5%

3.3%

5.1%

4.3%

0.6%

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０歳以上

M.アイヌの人々に関すること

15.8%

12.8%

11.5%

8.8%

15.4%

13.9%

N.わからない

2.5%

4.8%

3.0%

4.5%

1.9%

4.0%

O.その他

0.8%

2.2%

3.7%

3.1%

6.7%

6.9%

無回答

 
 年齢別でみても〔図 4-2〕、各年代ともに「A.同和地区の人々に関すること」が最も高く、次いで

「B.障がい者に関すること」となっている。 

 70 歳以上では他の年代と比べ、「L.差別や偏見が存在しているとは思わない」が高い。 
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問 5（県内の社会のしくみに存在していると思う差別） 

 鳥取県内において、慣習・制度など社会のしくみにより不合理な格差が存在していると思うの

は、次のどれだと思いますか。（○はいくつでも） 

39.5%

31.6%

21.8%

17.1%

16.1%

13.9%

12.2%

9.1%

8.8%

8.5%

8.3%

6.1%

2.4%

26.0%

3.0%

3.1%

A.同和地区の人々に関すること

B.障がい者に関すること

C.女性に関すること

D.日本で暮らす外国人（在日韓国・

朝鮮人）に関すること

E.高齢者に関すること

F.病気にかかっている

人に関すること

G.刑を終えて出所した人に関すること

H.日本で暮らす外国人（在日韓国・

朝鮮人以外）に関すること

I.犯罪被害者やその家族に関すること

J.性同一性障がいや同性愛者等の

性的マイノリティ（少数者）に関すること

K.子どもに関すること

L.差別や偏見が存在

しているとは思わない

M.アイヌの人々に関すること

N.わからない

O.その他

無回答

■鳥取県内における慣習・制度など社会のしくみにより不合理な格差が存在していると

思うものについて、「A.同和地区の人々に関すること」が 39.5%、次いで「B.障がい者

に関すること」が 31.6%となっている。また、「N.わからない」（26.0％）も高くなって

いる。 
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【 参 考 】 ※設問文、選択肢の文言の一部が前回に比べて異なっているため、参考としてご参照ください。 
前回調査（H17 鳥取県人権意識調査） 
問５ 鳥取県内において「人々の意識」や「社会のしくみ」に差別や偏見が存在していると思うのは、次の
どれですか。（○はいくつでも）  ※「社会のしくみ」に関する回答 

27.9%

25.4%

24.3%

23.5%

23.2%

19.6%

17.4%

15.6%

14.0%

9.7%

6.5%

1.9%

7.3%

1.9%

27.1%

1.女性に関すること

2.同和地区の人々に関すること

3.障害者に関すること

4.過去に犯罪を犯した人に関すること

5.日本で暮らす外国人に関すること

6.犯罪被害者やその家族に関すること

7.性的マイノリティに関すること

8.高齢者に関すること

9.病気にかかっている人に関すること

10.子どもに関すること

11.アイヌの人々に関すること

12.差別や偏見があるとは思わない

13.わからない

14.その他

無回答
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【性別・年齢との関係】 

〔図 5-1〕 問 5 県内の社会のしくみに存在していると思う差別 と 性別 の関係 

40.2%

32.7%

18.7%

21.7%

16.3%

14.8%

13.3%

11.2%

10.0%

9.8%

8.2%

7.0%

3.5%

24.2%

3.8%

2.5%

39.8%

31.4%

24.4%

14.3%

16.0%

13.2%

11.6%

7.9%

8.2%

7.7%

8.5%

5.5%

1.8%

27.6%

2.4%

2.2%

A.同和地区の人々に関すること

B.障がい者に関すること

C.女性に関すること

D.日本で暮らす外国人（在日韓国・朝鮮人）
に関すること

E.高齢者に関すること

F.病気にかかっている人に関すること

G.刑を終えて出所した人に関すること

H.日本で暮らす外国人（在日韓国・朝鮮人以外）
に関すること

I.犯罪被害者やその家族に関すること

J.性同一性障がいや同性愛者等の
性的マイノリティ（少数者）に関すること

K.子どもに関すること

L.差別や偏見が存在しているとは思わない

M.アイヌの人々に関すること

N.わからない

O.その他

無回答

男性

女性

 
 性別でみても〔図 5-1〕、男女ともに「A.同和地区の人々に関すること」（男性 40.2%、女性 39.8%）

が最も高く、次いで、「B.障がい者に関すること」（男性 32.7%、女性 31.4%）となっている。また、

「N.わからない」（男性 24.2%、女性 27.6%）も高くなっている。 
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〔図 5-2〕 問 5 県内の社会のしくみに存在していると思う差別 と 年齢 の関係 

26.7%

37.4%

46.1%

44.3%

41.8%

29.5%

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０歳以上

A.同和地区の人々に関すること

29.2%

35.7%

32.7%

36.4%

29.6%

23.1%

B.障がい者に関すること

20.8%

25.1%

26.4%

27.3%

16.7%

12.1%

C.女性に関すること

16.7%

16.3%

19.7%

21.6%

14.6%

12.1%

D.日本で暮らす外国人
（在日韓国・朝鮮人）に関すること

16.7%

11.0%

11.9%

19.0%

18.6%

17.9%

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０歳以上

E.高齢者に関すること

18.3%

11.5%

14.9%

16.8%

12.4%

10.4%

F.病気にかかっている人に関すること

11.7%

10.6%

10.0%

13.1%

15.6%

9.2%

G.刑を終えて出所した人に関すること

11.7%

11.5%

12.6%

11.9%

5.1%

2.3%

H.日本で暮らす外国人
（在日韓国・朝鮮人以外）に関すること

8.3%

8.8%

10.0%

8.8%

9.7%

5.8%

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０歳以上

I.犯罪被害者やその家族に関すること

13.3%

14.1%

8.9%

9.1%

5.9%

2.3%

J.性同一性障がいや同性愛者等の
性的マイノリティ（少数者）に関すること

8.3%

10.1%

8.6%

8.5%

8.1%

5.8%

K.子ども に関すること

5.8%

2.2%

3.7%

4.0%

8.1%

15.6%

L.差別や偏見が存在しているとは思わない

1.7%

1.3%

3.0%

3.7%

2.7%

0.6%

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０歳以上

M.アイヌの人々に関すること

33.3%

29.1%

26.4%

23.0%

26.4%

23.7%

N.わからない

3.3%

4.4%

3.3%

2.8%

1.9%

2.9%

O.その他

0.8%

1.8%

1.5%

3.1%

2.2%

4.0%

無回答

 
 年齢別でみると〔図 5-2〕、30 歳代以上では各年代ともに「A.同和地区の人々に関すること」が最

も高く、また 30 歳代～60 歳代では「B.障がい者に関すること」が続いている。 
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問 6（人権意識向上のために必要な取り組み） 

 人権問題についての理解を深め人権意識を高めるために、今後どのような取組みが必要だと思

いますか。次の中からあなたの考えに近いものをお答えください。（○は３つ以内） 

49.6%

46.6%

42.5%

16.2%

14.1%

12.0%

8.9%

7.0%

4.2%

2.0%

5.0%

3.2%

3.4%

A.学校教育の中で、人権を尊重

する心を育てるよう努める

B.家庭教育の中で、人権を尊重

する心を育てるよう努める

C.差別や偏見につながる社会の

慣習やしくみを改善する

D.行政が人権意識を高めるための

啓発活動などを積極的に推進する

E.企業（職場）における

取組みを充実させる

F.自治会など地域での

取組みを充実させる

G.個人の意識の問題であり、

他人が介入する必要はない

H.人権問題に取り組む民間

活動団体を支援・育成する

I.人権意識は十分高まっており、

これ以上の取組みは必要ない

J.どう取り組んでも変わらない、

あるいはむだである

K.わからない

L.その他

無回答

■人権問題についての理解を深め、人権意識を高めるために必要と思う取り組みは、「A.

学校教育の中で、人権を尊重する心を育てるよう努める」が 49.6%、次いで「B.家庭教

育の中で、人権を尊重する心を育てるよう努める」が 46.6%、「C.差別や偏見につなが

る社会の慣習やしくみを改善する」が 42.5%と高い割合を占める。 
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【 参 考 】 ※設問文、選択肢の文言の一部が前回に比べて異なっているため、参考としてご参照ください。 
前回調査（H17 鳥取県人権意識調査） 
問 6 人権問題について理解を深め人権意識を高めるために、今後どのような取り組みが必要だと思います
か。次の中から特にあなたの考えに近いものをお答えください。（○は３つ以内） 

48.4%

48.3%

46.4%

21.0%

12.5%

12.2%

8.8%

2.5%

1.7%

1.6%

3.0%

2.5%

5.6%

1.学校教育の中で、人権を尊重

する心を育てるよう努める

2.家庭教育の中で、人権を尊重

する心を育てるよう努める

3.差別や偏見につながる社会

の慣習やしくみを改善する

4.行政が人権意識を高めるための

啓発活動などを積極的に推進する

5.企業（職場）における

取り組みを充実させる

6.自治会など地域での

取り組みを充実させる

7.人権問題に取り組む民間

活動団体を支援・育成する

8.個人の意識の問題であり、

他人が介入する必要はない

9.人権意識は十分に高まっており、

これ以上の取組みは必要はない

10.どう取り組んでも変わらない、

あるいはむだである

11.わからない

12.その他

無回答
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【性別・年齢との関係】 

〔図 6-1〕 問 6 人権意識向上のために必要な取り組み と 性別 の関係 

48.5%

40.5%

41.2%

17.3%

14.2%

12.7%

10.8%

6.7%

6.2%

2.2%

5.0%

3.7%

3.0%

51.5%

51.4%

44.3%

15.4%

14.4%

11.6%

7.6%

7.2%

3.1%

1.9%

5.2%

2.8%

2.3%

A.学校教育の中で、人権を尊重する
心を育てるよう努める

B.家庭教育の中で、人権を尊重する
心を育てるよう努める

C.差別や偏見につながる社会の
慣習やしくみを改善する

D.行政が人権意識を高めるための
啓発活動などを積極的に推進する
E.企業（職場）における取組みを

充実させる

F.自治会など地域での取組みを充実させる

G.個人の意識の問題であり、
他人が介入する必要はない

H.人権問題に取り組む民間活動団体を
支援・育成する

I.人権意識は十分高まっており、
これ以上の取組みは必要ない
J.どう取り組んでも変わらない、

あるいはむだである

K.わからない

L.その他

無回答

男性

女性

 

 性別でみると〔図 6-1〕男女ともに、「A.学校教育の中で、人権を尊重する心を育てるよう努める」

（男性 48.5%、女性 51.5%）が最も高くなっており、女性では僅差で「B.家庭教育の中で、人権を尊

重する心を育てるよう努める」（男性 40.5%、女性 51.4%）と続いている。 
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〔図 6-2〕 問 6 人権意識向上のために必要な取り組み と 年齢 の関係 

45.8%

52.9%

49.8%

48.3%

53.9%

45.7%

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０歳以上

A.学校教育の中で、
人権を尊重する心を育てるよう努める

43.3%

48.0%

54.3%

48.0%

43.9%

42.2%

B.家庭教育の中で、
人権を尊重する心を育てるよう努める

40.0%

42.7%

46.5%

52.3%

37.5%

33.5%

C.差別や偏見につながる
社会の慣習やしく みを改善する

12.5%

12.8%

15.6%

18.5%

17.5%

17.3%

D.行政が人権意識を高めるための
啓発活動などを積極的に推進する

17.5%

21.6%

19.0%

12.8%

10.2%

6.4%

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０歳以上

E.企業（職場）における取組みを
充実させる

11.7%

6.6%

11.2%

10.8%

13.7%

19.1%

F.自治会など地域での取組みを
充実させる

5.8%

8.8%

5.2%

8.5%

11.9%

11.6%

G.個人の意識の問題であり、
他人が介入する必要はない

11.7%

5.3%

7.8%

6.8%

6.7%

5.8%

H.人権問題に取り組む民間活動団体を
支援・育成する

2.5%

2.2%

1.5%

3.1%

7.0%

9.2%

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０歳以上

I.人権意識は十分高まっており、
これ以上の取組みは必要ない

1.7%

2.2%

2.6%

2.3%

1.1%

2.9%

J.どう 取り組んでも変わらない、
あるいはむだである

4.2%

5.3%

4.8%

4.3%

5.4%

6.9%

K.わからない

3.3%

6.2%

2.6%

2.8%

1.9%

2.9%

L.その他

2.5%

2.6%

1.1%

4.0%

2.2%

2.9%

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０歳以上

無回答

 
 年齢別でみると〔図 6-2〕、「A.学校教育の中で、人権を尊重する心を育てるよう努める」は各年

齢層とも 45％以上が選択しており、特に 60 歳代（53.9%）、30 歳代（52.9％）が高くなっている。 

 また、「C.差別や偏見につながる社会の慣習やしくみを改善する」は、50 歳代（52.3％）までは

年齢とともに増加しているが、60 歳代以上では 60 歳代（37.5％）、70 歳以上（33.5％）と大幅に減

少している。 

 「B.家庭環境の中で、人権を尊重する心を育てるよう努める」は、各年齢層の 40％以上が選択し

ており、40 歳代（54.3％）が最も高くなっている。 
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問 7（人権尊重の社会づくりのために必要な行政施策） 

 人権が尊重される社会を実現するためには行政の施策としてどのような取組みが必要だと思

いますか。次の中からあなたの考えに近いものをお答えください。（○は３つ以内） 

45.1%

39.0%

36.4%

29.3%

18.9%

12.5%

5.6%

4.9%

7.6%

2.8%

2.8%

A.学校において人権に

関する教育を充実させる

B.人権に関する意識を大人がしっかりと

持つよう啓発、研修を充実させる

C.社会に見られる不合理な格差を

解消するための施策を充実させる

D.人権侵害を受けた人や社会的に弱い

立場にある人を支援・救済していく

E.公務員など公的機関に勤める職員が全体の

奉仕者として人権意識をしっかり持つ

F.人権侵害を行った人などに

対し法的な規制をする

G.ＮＰＯ（民間団体）や企業に

対して必要な支援を行う

H.現状の社会で十分に人権は尊重されて

おり、新たな取組みは不要である

I.わからない

J.その他

無回答

■人権が尊重される社会を実現するため必要と思う行政の施策は、「A.学校において人

権に関する教育を充実させる」が 45.1%と最も高く、次いで「B.人権に関する意識を大

人がしっかりと持つよう啓発、研修を充実させる」が 39.0%、「C.社会に見られる不合

理な格差を解消するための施策を充実させる」が 36.4%となっている。また、「D.人権

侵害を受けた人や社会的に弱い立場にある人を支援・救済していく」も 29.3%となって

いる。 
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【 参 考 】 ※設問文、選択肢の文言の一部が前回に比べて異なっているため、参考としてご参照ください。 
前回調査（H17 鳥取県人権意識調査） 
問 7 人権が尊重される社会を実現するためには行政の施策としてどのような取組みが必要だと思います
か。次の中から特にあなたの考えに近いものをお答えください。（○は３つ以内） 

44.6%

39.7%

39.2%

30.2%

24.6%

14.0%

6.5%

3.4%

5.3%

2.2%

3.4%

1.学校において人権に

関する教育を充実させる

2.人権に関する意識を大人がしっかりと

持つよう啓発、研修を充実させる

3.社会に見られる不合理な格差を

解消するための施策を充実させる

4.人権侵害を受けた人や社会的に弱い

立場的にある人を支援・救済していく

5.公務員など公的機関に勤める職員が全体の

奉仕者として人権意識をしっかり持つ

6.人権侵害を行ったひとなど

に対し法的な規制をする

7.NPO（民間団体）や企業に

対して必要な支援を行う

8.現状の社会で十分に人権は尊重されて

おり、新たに取組みは不要である

9.わからない

10.その他

無回答
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【性別・年齢との関係】 

〔図 7-1〕 問 7 人権尊重の社会づくりのために必要な行政施策 と 性別 の関係 

45.2%

36.0%

36.3%

27.7%

18.8%

16.2%

6.5%

6.7%

6.7%

3.7%

2.2%

46.0%

41.3%

37.2%

30.7%

19.0%

10.0%

5.2%

3.9%

8.3%

2.1%

1.9%

A.学校において人権に関する
教育を充実させる

B.人権に関する意識を大人がしっかり
と持つよう啓発、研修を充実させる

C.社会に見られる不合理な格差を
解消するための施策を充実させる

D.人権侵害を受けた人や社会的に
弱い立場にある人を支援・救済していく

E.公務員など公的機関に勤める職員が全体
の奉仕者として人権意識をしっかり持つ

F.人権侵害を行った人など
に対し法的な規制をする

G.ＮＰＯ（民間団体）や企業に
対して必要な支援を行う

H.現状の社会で十分に人権は尊重されて
おり、新たな取組みは不要である

I.わからない

J.その他

無回答

男性

女性

 
 性別でみても〔図 7-1〕、男女ともに「A.学校において人権に関する教育を充実させる」（男性 45.2%、

女性 46.0%）が最も高かった。また、「B.人権に関する意識を大人がしっかりと持つよう啓発、研修

を充実させる」（男性 36.0%、女性 41.3%）、「C.社会に見られる不合理な格差を解消するための施策

を充実させる」（男性 36.3%、女性 37.2%）がそれぞれ、女性では 2 位、3 位、男性では僅差で 3 位、

2 位の順となっている。 

- 41 -



〔図 7-2〕 問 7 人権尊重の社会づくりのために必要な行政施策 と 年齢 の関係 

45.0%

49.3%

43.5%

44.6%

45.8%

45.7%

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０歳以上

A.学校において人権に関する教育を
充実させる

30.0%

39.2%

43.9%

39.8%

38.0%

39.3%

B.人権に関する意識を大人がしっかりと持つよう
啓発、研修を充実させる

38.3%

37.4%

41.3%

41.5%

34.0%

24.3%

C.社会に見られる不合理な格差を解消するための
施策を充実させる

35.0%

22.5%

30.9%

29.3%

31.0%

30.6%

D.人権侵害を受けた人や社会的に
弱い立場にある人を支援・救済していく

17.5%

14.5%

20.4%

19.0%

19.7%

22.0%

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０歳以上

E.公務員など公的機関に勤める職員が
全体の奉仕者として人権意識をしっかり持つ

16.7%

15.0%

14.5%

14.5%

9.2%

7.5%

F.人権侵害を行った人などに対し
法的な規制をする

5.0%

6.6%

6.3%

5.1%

7.0%

2.3%

G.ＮＰＯ（民間団体）や企業に対して
必要な支援を行う

5.0%

0.9%

2.6%

3.7%

8.1%

9.8%

H.現状の社会で十分に人権は尊重されており、
新たな取組みは不要である

7.5%

8.4%

6.7%

5.7%

8.6%

10.4%

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０歳以上

I.わからない

1.7%

4.8%

2.6%

2.6%

2.4%

1.7%

J.その他

2.5%

1.3%

1.1%

3.1%

1.1%

3.5%

無回答

 
 年齢別でみると〔図 7-2〕、「A.学校において人権に関する教育を充実させる」は、20 歳代から 70

歳以上までの全ての年代で 4 割を超えて高くなっている。また、「B.人権に関する意識を大人がしっ

かりと持つよう啓発、研修を充実させる」は、40 歳代（43.9%）が他の年代と比べて高くなってお

り、「C.社会に見られる不合理な格差を解消するための施策を充実させる」は、40 歳代（41.3%）、

50 歳代（41.5%）が高くなっている。 
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